










中で展開している（World Health Organization 2016）。














Economic Valuation of Placing Campus Patrol for Reducing Smoking:
Contingent valuation study toward students
Ryo SAKURAI
Abstract
A number of universities that ban smoking on the campus including all outdoor spaces is increasing in Japan. 
Ritsumeikan University enforced a policy to ban smoking on all the campuses in 2013, however, it has been reported 
that a certain number of students have been continuing to smoke on the campus. In the Osaka Ibaraki Campus 
(OIC), a number of cigarette butts found in and around the campus reached 1,000 a day at most in 2015. Through 
conducting interviews with students, faculty members, and staff at the Office of Students Affairs of the OIC, the 
author came to realize that establishing a student-run organization of a campus patrol could be effective in reducing 
illegal smoking on the campus. In this paper, the author conducted a questionnaire survey to students (n=375) at the 
College of Policy Science at Ritsumeikan University to understand the economic value of the proposed campus patrol 
by using the contingent valuation method (CVM). Students were asked, in the questionnaire, if they would donate 
to the campus patrol. The results revealed that students’ median willingness-to-pay were 1,320 yen while average 
willingness-to-pay were 2,679 yen. The results implied that the total amount that could be donated by students at the 







国内では増えており、2015 年 12 月の時点で 4 年制大学

















































た（OIC 学生オフィス・OIC 地域連携課 2015）。地域住
民からのポイ捨てや火災への不安の声も増加傾向にあ
























グループインタビューは第 1 回は 15 人の 1 回生に対し
て、第 2 回は 29 人の（第 1 回とは異なる）1 回生に対

























ることへの周囲 [ 友人や家族など ] からの期待や本人が
感じる圧力）が行動に大きな影響を及ぼすことが分かっ













究で明らかになっている（Hill 2008、Zanetell & Knuth 
















































































究によれば、学生の WTP は中央値で 2,000 円程度、平





5 種類用意し、それぞれ異なる提示額（A 票：500 円、B 票：
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になり、朝、昼、夕方、夜の合計 4 回、毎日（週 5 日間）キャンパス内外を循環します。パトロール隊は、喫煙
した学生を見つけ次第注意するとともに、吸い殻の回収を行い、また普及啓発活動（禁煙に関するチラシの配布
など）をします。パトロールをする学生には、時間当たりのアルバイト代を支払うこととします。






































ある。またN は観測変数である。なお WTP の計算に











大半が 1 回生（93.4%）であり（2 回生：2.2%、3 回生：2.5%、
4 回生：1.4%、5 回生以上：0.5%）、年齢は 18 歳（78.4%）






常的に吸っている」と回答した人はそれぞれ 1.7% と 1.1%
であった。
抵抗回答を除いた有効回答（n=88）から WTP を推




切り）が 1,344 円となった（n=134）（表 3）。
4．考察
本アンケートは、1 回生の必修科目の授業中に行った









2．3.  解析方法 
 CVM では、回答者から得た回答をもとに提示された額とそれに対して支払いをする確
率から累積確率分布曲線を推定し、これをもとに WTP の中央値と平均値を算出する。








数は式 2.3.1 のようにあらわせる。 
 
lnL=∑ ���������� �������� ��� + ������������ ��� + 
������������ ��� + ������������ ���}  (2.3.1) 
なお、ここで dyy は回答者が二回の提示額にともに寄付をすると答えた際に 1、それ以外
の場合は 0 とするダミー変数である。T は第一回目の提示額、TUが第一回目の提示額に賛
成した際の二回目の提示額、TLは第一回提示額に反対した場合の第二回目の提示額（より
少ない額）である。また Nは観測変数である。なお WTP の計算には「Excel でできる CVM





ではあくまで WTP の算定に関する結果を中心に示していく。 
 アンケートは、375 部回収され、アンケートの通し番号の記入忘れなど不備のあったア
ンケート票を除くと有効回答数は 365 であった。回答者（n=365）の学年は、大半が 1 回
生（93.4%）であり（2 回生：2.2%、3 回生：2.5%、4 回生：1.4%、5 回生以上：0.5%）、




と「日常的に吸っている」と回答した人はそれぞれ 1.7%と 1.1%であった。 
図 2：アンケート調査実施時の様子
－ 56 －

























900 円×学生 3 人× 1 日 4 回（見回り）×月 20 日（実施）
× 12 カ月 =2,592,000 円、つまり約 260 万円である。平
均値で計算した場合、禁煙パトロール隊の運営費は学生
の寄付のみ（約 328 万円）で賄うことが可能である。ま
た、中央値で計算しても、例えば 1 日の見回り回数を 4
回から午前と午後の 2 回にすることで、運営費は半額の
約 130 万円となり、学生からの寄付（162 万円）で禁煙
パトロール隊の運営費を賄うことが可能である。
友人の WTP と本人の WTP との比較をすると、本研
究では本人の WTP は中央値で 1,320 円（平均値：2,679
円）であったのに対して、友人の WTP はおよそ半額の




T1 TU TL YY YN NY NN 標本数計
500 円 1,000 円 250 円 3 1 1 4 9
1,000 円 2,000 円 500 円 0 7 5 6 18
2,000 円 4,000 円 1,000 円 2 3 3 7 15
4,000 円 8,000 円 2,000 円 1 2 11 5 19
8,000 円 16,000 円 4,000 円 0 1 10 16 27
注：T1 ＝最初に示された展示額、TU ＝最初の提示額に「寄付する」と答えた人への 2 回目の提示額、TL ＝最初の提示額に「寄付しない」と答えた人
　　への 2 回目の提示額、YY ＝最初と 2 回目両方の提示額に「寄付する」と答えた人数、YN ＝最初の提示額に「寄付する」、2 回目の提示額に「寄付
　　しない」と答えた人数、NY ＝最初の提示額に「寄付しない」、2 回目の提示額に「寄付する」と答えた人数、NN ＝最初と 2 回目の両方の提示額に
　　「寄付しない」と答えた人数
表３：友人に関する質問の提示額と回答（n=134）
T1 TU TL YY YN NY NN 標本数計
500 円 1,000 円 250 円 2 4 7 10 23
1,000 円 2,000 円 500 円 0 11 6 7 24
2,000 円 4,000 円 1,000 円 1 3 5 18 27
4,000 円 8,000 円 2,000 円 1 2 7 14 24




る。友人の WTP が回答者本人の実際の WTP の値に近
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